
さっぽろ市議会だより　No.136 さっぽろ市議会だより　No.1363 4

本市は、昨冬の大雪対応状況を踏まえ、検
討会議で議論を重ね、８月に報告書をまと

めました。報告書では、幹線道路の排雪作業の前
倒しと強化が掲げられ、大雪時における対策実施
の判断基準が明確に示されており、冬期間の道路
交通機能の維持が期待されます。一方、速やかな
対策の実施には、あらかじめ予算を確保しておく
ことが重要です。本定例会に上程された補正予算
案には、昨冬の大雪を踏まえて策定した大雪対策
に必要な費用が計上されましたが、来年度以降の
大雪対策はどのように予算を計上していきますか。

補正予算案では、排雪作業の前倒しと強
化に必要な費用を計上することで、今冬

は初冬期の大雪への迅速な対応が可能となり、市
民生活への影響を最小限にとどめられると考えて

います。令和５年度以降は、初冬期の大雪対応を
当初から一定程度想定して予算化していきます。

民主市民連合

恩村　健太郎  議員

大雪対応の予算

おん むら けん ろうた

Q

A

長引く物価高騰などへの対応

Q

（注２）流雪溝
道路の下に水路を設け、そこに河川水や下水道処理水などを流して、雪を河川まで運ぶもの。

長引く物価高騰などが市民生活に大きな
影響を及ぼしているため、本市は国や北

海道と歩調を合わせた対応だけでなく、市民や
市内事業者に寄り添った対応が必要だと考えま
す。市民生活の安心と円滑な社会経済活動を確
保するため、どのように対応しますか。

町内会の地域活動は、地域住民のニーズ
や社会情勢を踏まえると、以前より多様

化している一方、町内会の加入率は右肩下がり
となっており、町内会費収入の減少が見込まれ
ます。そのため、町内会の自主的な運営や活動に
対して交付される住民組織助成金の果たすべき役
割は増してきています。各町内会が来年度の活動
を決定するまでに、住民組織助成金の増額を正式
に表明し、またどの程度の増額を考えているのか
示すべきだと思いますが、いかがですか。

町内会との意見交換会などでは、町内会
活動の経費的負担の軽減を求める声が多

かったため、住民組織助成金の増額は必要である
と認識しており、令和５年度当初予算の編成の中
で検討を進めます。

６人の議員が、市政について市長に
質問しました。
録画映像はこちらからご覧いただけます。
なお、録画映像は本定例会終了後から
２年間の公開となっております。

市政を問う！
～代表質問から～

自由民主党

村山　拓司  議員

住民組織助成金の増額

むら やま たく じ

Q

A

男性の育児休業は、父親の自覚が高まり、
女性の負担軽減となることに加え、職場

の協力体制の構築や業務効率化の推進など、働き
方の見直しの効果が期待できます。このため、
子育て職員を支援する計画を策定し、職員・職
場の意識改革を進めてきた結果、令和元年度に
は6.7％であった男性職員の育児休業取得率が、
令和３年度には26.7％に伸びました。今後も男
性職員が育児休業を取得しやすい職場環境づく
りを推し進めるとともに、本年10月から育児休
業制度が改正されることから、職員へ取得促進
を呼び掛けていきたいと考えています。

A

流雪溝は、沿線住民の積極的な利用により
良好な道路環境が保たれる施設ですが、地

域によっては高齢化などによる未投雪箇所の増加
が課題であると認識しています。このため、良好
な運営事例の情報共有を図るほか、各管理運営協
議会役員による意見交換などに取り組んできまし
た。今後も各協議会役員による情報共有が活発に
行われるよう、各役員へのアンケートや意見交換
会を行い、課題対応に向けた取り組みについて検
討していきます。

A

男性が育児休業を取得し、家事・育児に
取り組むことで、夫婦間の負担の均等化

が進み、結果として、女性の活躍促進や出生率
の向上につながるとされています。本年10月か
ら、地方公務員でも、産後８週間以内に取得可
能な育児休業制度が導入されます。男性の育児
休業取得が当たり前の社会を実現していくため
にも、本市が率先して男性職員が育児休業を取
得しやすい組織風土をつくり、社会全体に波及
させるべきだと考えます。今後、本市男性職員
の育児休業の取得促進に向けてどのように取り
組んでいきますか。

本市職員の育児休業の取得促進

Q

流雪溝（注2）は沿線住民で構成される管理
運営協議会により運営されていますが、

空き家や協議会未加入者などによる未投雪箇所
の増加が課題となっています。このため、本市
が各管理運営協議会の意見交換会を開催したと
ころ、課題解決策の情報共有を図れたなど高評
価を受けています。流雪溝の利用促進は、管理
運営協議会に任せるだけでなく、本市の積極的
かつ継続的なサポートが必要だと考えますが、
今後どのように取り組んでいきますか。

Q

Q 各自治体では、行政手続きのオンライン
化や簡略化などにより、利便性向上が図

られており、本市でも本年７月に全区役所で総
合案内・おくやみ窓口が設置されたほか、住民
票などの申請がオンライン上でできる「スマー
ト申請」の導入などが進められています。しか
し、各種手続きは、市民が区役所に行き紙の申
請書に記入するものが多く、その負担軽減が求
められているため、デジタル化を進める必要が
あると考えます。デジタル技術を活用した区役
所窓口のサービスアップについて、今後どのよ
うに取り組んでいきますか。

デジタル技術を活用した区役所窓口
サービスアップ

Q 近年、短期間で急成長を目指し、社会に
大きなイノベーションをもたらす企業で

札幌・北海道のスタートアップ・エコ
システムのさらなる発展に向けた取組

デジタル化の進展や市民ニーズの変化に
応じたサービスアップのため、オンライ

ン申請の対象手続きの拡充や、各種相談なども
区役所に行かずに行うことができる仕組みを検
討しています。また、区役所で手続きを行う場
合でも、申請書の作成支援やワンストップ窓口
など、より簡単、スピーディーに手続きが完結
する仕組みも検討し、全庁一丸となって「行か
ない」「書かない」「待たない」区役所の実現
に向けて取り組んでいきます。

A

これまでは水道料金の減額に加え、子育て
世帯や事業者に対する独自の支援を行って

きました。長引く物価高騰などは、低所得世帯や
事業者に特に大きな影響を与え、その傾向は年末
年始に向けて顕著になると推測しています。今後
は、これまでの本市の支援策や今後の国・北海道
の対応、札幌の地域特性も踏まえ、低所得世帯な
どへの独自の支援が必要だと考えています。

A

児童・生徒への防災教育の推進

Q 児童・生徒の防災教育は、自らの安全を
確保し、被害を回避する力などを身に付

けるためにも大切です。防災教育を通じて、防
災・減災の知識を身に付けた児童・生徒が、将
来の防災の担い手となり、地域の一員として活
動していくなど、人材育成にもつながり、地域
全体の防災力も向上すると考えますが、どのよ
うに防災教育に取り組んでいますか。

これまで、小中学校向けの教材を配布する
ほか、教職員などを対象とした研修を教育

委員会と共同で開催するなど、各学校の防災教育
の支援に努めてきました。現在、現場の教員の意
見を取り入れながら、児童・生徒の発達の段階に
応じた、より効果的で実践的な防災教育教材の作
成に取り組んでおり、引き続き教育委員会と連携
し、防災教育の充実を図っていきます。

A

雪対策における流雪溝の利用促進
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本市では、子育て世帯への臨時特別給付金
の支給、水道料金の減額など、物価高騰の

影響を受ける市民や事業者に対して迅速に対応し
ております。一方で、食料品などの値上げの動き
は年内続くという予測もあるため、市民生活と市
内事業者を両輪で下支えし、地域経済の循環を促

公明党

竹内　孝代  議員

原油価格・物価高騰対策

たけ うち たか よ

日本共産党

小形　香織  議員
お がた か おり

Q

（注３）ベンチャーキャピタル
将来性のある未上場のベンチャー企業に起業・成長・発展を支援するため、投資などの形で資金提供し、経営支援なども行う出資会社。

（注４）アーバンスポーツ
スケートボードなど都市を舞台に繰り広げられるスポーツで、音楽やファッション、アートなど若者文化が融合し、従来のスポーツの枠を超えた領域に展開するもの。

清田区民センターの移転

Q 清田区は区役所と区民センターが離れた
位置にあり、各種窓口や教室などの身近

なサービスが1カ所で受けられない不便さを区民
に強いているほか、区役所周辺の交流人口をそ
ぐ要因にもなっています。この状況を速やかに
解消すべきであり、本年４月、きよたまちづく
り区民会議が市長に対し、区民センターの区役
所周辺への早期移転の要望を行いました。清田

これまでの支援策は、幅広い対象に支援が
行き届き、早急に対応が可能であることを

重視してきました。今後は、低所得世帯への支援
策として、国が行う給付への独自の上乗せなどに
加えて、価格への反映が難しく、提供する食事の
質の維持に困難を抱えている介護保険施設などへ
の支援も検討しており、これらの取り組みを速や
かに実施できるよう、本定例会において、追加と
なる補正予算案を提案したいと考えています。

A

Q 「冬のみちづくりプラン2018」の具体
的な実施内容や目標を定めた実行プログ

ラムは、昨冬の大雪の経験を踏まえ、少子高齢
化の社会情勢や先進技術の発展も考慮した整理
が必要だと考えます。来年度以降の冬に向け、
後期の実行プログラムでは、どのような取り組
みを重点的に進めますか。

冬のみちづくりプラン2018の
後期実行プログラム

Q 都市の魅力的なロケーションを活用できる
アーバンスポーツ（注4）は、積極的に振興を

進めるべきです。また、特にニーズの高いスケー
トボードは、滑走できる場所が限られていること
から、環境整備についてどのように考えていますか。

アーバンスポーツの振興と
スケートボードの環境整備

Q 国は、本年10月１日より、75歳以上の
医療費窓口負担割合を１割から２割に引

き上げます。対象となるのは、単身世帯は年金
収入などが200万円以上、複数世帯は320万円
以上で、全国で約370万人います。本市では、
高齢者への影響をどのように捉えていますか。
また、本市における負担増となる対象人数と激
変緩和措置を当てはめない１人当たりの平均負
担額についても伺います。

75歳以上の医療費窓口負担の
２倍化に伴う影響

Q

本市には、ＡＩなどの分野で国内第一線
で活躍する研究者やその成果を社会実装

する企業群の集積が進み、山積する課題を新し
いアイデアや技術で解決するスタートアップを
目指す若い世代が増加しています。こうした強
みや特徴を生かすため、経済観光局に新たに外
部人材を登用して専門的な支援を行うほか、首
都圏のベンチャーキャピタル（注3）とのマッチン
グ事業などで資金調達環境を整えるなど、新た
な挑戦を支援し、スタートアップの創出と成長
をさらに加速していきたいと考えています。

A

アーバンスポーツを振興することで、ス
ポーツに興味がない層にもアプローチで

きるものと認識しています。スケートボードの
環境整備は、これまで愛好者団体などのヒアリ
ングを行うとともに、ウインタースポーツのオ
フシーズンの練習施設として民間の施設整備へ
の補助金を支出するほか、既存公園で試行的に
専用の場所を設けるなどの取り組みを進めてい
ます。また、市内中心部に近い公園にも、施設
整備を検討しており、今後もさらなる環境の充
実に取り組んでいきたいと考えています。

A

招致については、さまざまな機会を通じて
市民の声を把握し、議会とも議論を重ねな

がら招致活動を進め、本年３月には招致決議もい
ただきました。今後も必要最小限の経費で効率的
な大会運営を目指すとともに、クリーンな大会に
していくという点をしっかりと市民にお伝えし、
理解を得ながら、招致活動を継続していきます。
また、市民の方々と話をすると、大会の運営費が
全て税金で賄われると誤解している方もまだ多い
と感じます。引き続き、市民の声に向き合って招
致を進めたいと思いますが、議会でのさまざまな
議論を含め住民投票は考えていません。

A

今回の見直しは、現役世代の負担上昇を
抑え、医療保険制度を持続可能なものと

するためと認識しています。一方、必要な受診
機会の確保は欠かせないため、国に対し、見直
しの影響を把握した上で、必要に応じて適切な
対応を検討するよう求めています。また、窓口
負担が２割となる人数は約６万人、１人当たり
の平均負担額は、国の試算では、現在1カ月当
たり約6,900 円のところ、経過措置終了後は、
約9,800 円になるとされています。

A

要望書を受け、清田区民センターの区役
所周辺への移転に対する区民の強い希望

を改めて実感しました。区民の利便性向上に加
え、区役所周辺の交流人口が増加し、都市機能
集積のきっかけともなり得るため、できるだけ
早期に実現させたいと考えています。

A

あるスタートアップを創出するスタートアップ・
エコシステムの構築が注目されています。本市
は、2019年に「スタートアップ・シティ宣言」
を行い、翌年には「札幌・北海道スタートアッ
プ・エコシステム推進協議会」を立ち上げ、内
閣府から推進拠点都市に選定されました。また、
本市は、1980年代に全国に先駆けて、研究開発
型の産業団地「札幌テクノパーク」を造成し、
産学官が連携してＩＴ産業の振興に努めてきた財
産があります。現在、スタートアップ向けの相談
会や補助金制度の新設などを進めていますが、札
幌・北海道の強みや特徴を生かし、スタートアッ
プ・エコシステムをさらに発展させていくため、
今後どのように取り組んでいきますか。

すような、即効性のある取り組みを切れ目なく実
行していく必要がありますが、これまでの物価高
騰対策はどのような考え方に基づき対応してきま
したか。また、物価高騰の影響が大きい低所得者
への支援を始め、経済を支える取り組み、支援を
今後どのように進めていきますか。

建設業の労働力や先進技術の動向調査のほ
か、事業者や市民へのアンケートによって

市民意識の変化を的確に捉え、生活道路の除排雪
の在り方の検討や、ＩＣＴ活用によるさらなる効
率化・省力化、大雪に備えたテレワークの働きか
けといった市民・企業との連携強化などに取り組
んでいきたいと考えています。

A

2030年冬季オリンピック・パラリンピッ
ク大会の招致は、東京2020大会の汚職問

題の影響で反対する市民の声がさらに広がってい

2030冬季オリンピック・パラリンピック
招致への市民の意向と招致の取りやめ

ます。問題の全容が明らかになり、ＪＯＣが検証
を行った上で、今後どう対処していくのかを国民
全体に示していかなければ、疑問も不安も払しょ
くできないと考えます。また、ＩＯＣは、招致に
関する地元の合意を何よりも大事にしています。
市民の声を受け止め、招致を断念すべきですが、
招致を進めるのであれば、今からでも住民投票を
行うべきだと考えますが、いかがですか。

区民センターの移転について、どのように考え
ていますか。
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本市では、子育て世帯への臨時特別給付金
の支給、水道料金の減額など、物価高騰の

影響を受ける市民や事業者に対して迅速に対応し
ております。一方で、食料品などの値上げの動き
は年内続くという予測もあるため、市民生活と市
内事業者を両輪で下支えし、地域経済の循環を促

公明党

竹内　孝代  議員

原油価格・物価高騰対策

たけ うち たか よ

日本共産党

小形　香織  議員
お がた か おり

Q

（注３）ベンチャーキャピタル
将来性のある未上場のベンチャー企業に起業・成長・発展を支援するため、投資などの形で資金提供し、経営支援なども行う出資会社。

（注４）アーバンスポーツ
スケートボードなど都市を舞台に繰り広げられるスポーツで、音楽やファッション、アートなど若者文化が融合し、従来のスポーツの枠を超えた領域に展開するもの。

清田区民センターの移転

Q 清田区は区役所と区民センターが離れた
位置にあり、各種窓口や教室などの身近

なサービスが1カ所で受けられない不便さを区民
に強いているほか、区役所周辺の交流人口をそ
ぐ要因にもなっています。この状況を速やかに
解消すべきであり、本年４月、きよたまちづく
り区民会議が市長に対し、区民センターの区役
所周辺への早期移転の要望を行いました。清田

これまでの支援策は、幅広い対象に支援が
行き届き、早急に対応が可能であることを

重視してきました。今後は、低所得世帯への支援
策として、国が行う給付への独自の上乗せなどに
加えて、価格への反映が難しく、提供する食事の
質の維持に困難を抱えている介護保険施設などへ
の支援も検討しており、これらの取り組みを速や
かに実施できるよう、本定例会において、追加と
なる補正予算案を提案したいと考えています。

A

Q 「冬のみちづくりプラン2018」の具体
的な実施内容や目標を定めた実行プログ

ラムは、昨冬の大雪の経験を踏まえ、少子高齢
化の社会情勢や先進技術の発展も考慮した整理
が必要だと考えます。来年度以降の冬に向け、
後期の実行プログラムでは、どのような取り組
みを重点的に進めますか。

冬のみちづくりプラン2018の
後期実行プログラム

Q 都市の魅力的なロケーションを活用できる
アーバンスポーツ（注4）は、積極的に振興を

進めるべきです。また、特にニーズの高いスケー
トボードは、滑走できる場所が限られていること
から、環境整備についてどのように考えていますか。

アーバンスポーツの振興と
スケートボードの環境整備

Q 国は、本年10月１日より、75歳以上の
医療費窓口負担割合を１割から２割に引

き上げます。対象となるのは、単身世帯は年金
収入などが200万円以上、複数世帯は320万円
以上で、全国で約370万人います。本市では、
高齢者への影響をどのように捉えていますか。
また、本市における負担増となる対象人数と激
変緩和措置を当てはめない１人当たりの平均負
担額についても伺います。

75歳以上の医療費窓口負担の
２倍化に伴う影響

Q

本市には、ＡＩなどの分野で国内第一線
で活躍する研究者やその成果を社会実装

する企業群の集積が進み、山積する課題を新し
いアイデアや技術で解決するスタートアップを
目指す若い世代が増加しています。こうした強
みや特徴を生かすため、経済観光局に新たに外
部人材を登用して専門的な支援を行うほか、首
都圏のベンチャーキャピタル（注3）とのマッチン
グ事業などで資金調達環境を整えるなど、新た
な挑戦を支援し、スタートアップの創出と成長
をさらに加速していきたいと考えています。

A

アーバンスポーツを振興することで、ス
ポーツに興味がない層にもアプローチで

きるものと認識しています。スケートボードの
環境整備は、これまで愛好者団体などのヒアリ
ングを行うとともに、ウインタースポーツのオ
フシーズンの練習施設として民間の施設整備へ
の補助金を支出するほか、既存公園で試行的に
専用の場所を設けるなどの取り組みを進めてい
ます。また、市内中心部に近い公園にも、施設
整備を検討しており、今後もさらなる環境の充
実に取り組んでいきたいと考えています。

A

招致については、さまざまな機会を通じて
市民の声を把握し、議会とも議論を重ねな

がら招致活動を進め、本年３月には招致決議もい
ただきました。今後も必要最小限の経費で効率的
な大会運営を目指すとともに、クリーンな大会に
していくという点をしっかりと市民にお伝えし、
理解を得ながら、招致活動を継続していきます。
また、市民の方々と話をすると、大会の運営費が
全て税金で賄われると誤解している方もまだ多い
と感じます。引き続き、市民の声に向き合って招
致を進めたいと思いますが、議会でのさまざまな
議論を含め住民投票は考えていません。

A

今回の見直しは、現役世代の負担上昇を
抑え、医療保険制度を持続可能なものと

するためと認識しています。一方、必要な受診
機会の確保は欠かせないため、国に対し、見直
しの影響を把握した上で、必要に応じて適切な
対応を検討するよう求めています。また、窓口
負担が２割となる人数は約６万人、１人当たり
の平均負担額は、国の試算では、現在1カ月当
たり約6,900 円のところ、経過措置終了後は、
約9,800 円になるとされています。

A

要望書を受け、清田区民センターの区役
所周辺への移転に対する区民の強い希望

を改めて実感しました。区民の利便性向上に加
え、区役所周辺の交流人口が増加し、都市機能
集積のきっかけともなり得るため、できるだけ
早期に実現させたいと考えています。

A

あるスタートアップを創出するスタートアップ・
エコシステムの構築が注目されています。本市
は、2019年に「スタートアップ・シティ宣言」
を行い、翌年には「札幌・北海道スタートアッ
プ・エコシステム推進協議会」を立ち上げ、内
閣府から推進拠点都市に選定されました。また、
本市は、1980年代に全国に先駆けて、研究開発
型の産業団地「札幌テクノパーク」を造成し、
産学官が連携してＩＴ産業の振興に努めてきた財
産があります。現在、スタートアップ向けの相談
会や補助金制度の新設などを進めていますが、札
幌・北海道の強みや特徴を生かし、スタートアッ
プ・エコシステムをさらに発展させていくため、
今後どのように取り組んでいきますか。

すような、即効性のある取り組みを切れ目なく実
行していく必要がありますが、これまでの物価高
騰対策はどのような考え方に基づき対応してきま
したか。また、物価高騰の影響が大きい低所得者
への支援を始め、経済を支える取り組み、支援を
今後どのように進めていきますか。

建設業の労働力や先進技術の動向調査のほ
か、事業者や市民へのアンケートによって

市民意識の変化を的確に捉え、生活道路の除排雪
の在り方の検討や、ＩＣＴ活用によるさらなる効
率化・省力化、大雪に備えたテレワークの働きか
けといった市民・企業との連携強化などに取り組
んでいきたいと考えています。

A

2030年冬季オリンピック・パラリンピッ
ク大会の招致は、東京2020大会の汚職問

題の影響で反対する市民の声がさらに広がってい

2030冬季オリンピック・パラリンピック
招致への市民の意向と招致の取りやめ

ます。問題の全容が明らかになり、ＪＯＣが検証
を行った上で、今後どう対処していくのかを国民
全体に示していかなければ、疑問も不安も払しょ
くできないと考えます。また、ＩＯＣは、招致に
関する地元の合意を何よりも大事にしています。
市民の声を受け止め、招致を断念すべきですが、
招致を進めるのであれば、今からでも住民投票を
行うべきだと考えますが、いかがですか。

区民センターの移転について、どのように考え
ていますか。
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本市での開催が決まったＧ７気候・エネ
ルギー・環境大臣会合は、各国の閣僚が

重要な議論を行う場であり、参加各国の先進的
な取り組みなどを学び、「環境首都」の名に恥
じない活動につなげていただきたいと考えます。
また、本市の環境施策や本定例会で提案された
第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンで掲げた
目指すべき都市像のひとつである「ゆき」の有
効活用を発信する機会になると考えます。同会
合の開催準備にどのように臨み、また本市にど
のような成果を得て、今後につなげますか。さ
らに、「ゆき」が持つ強みを気候・エネルギー・
環境に生かすことで、本市の発信力の向上につ
ながると考えますが、いかがですか。

自由民主党

藤田　稔人  議員

Ｇ７気候・エネルギー・環境大臣会合

ふじ た とし ひと

Q

障がいのある方の円滑な情報取得など
を推進するには、手話や文字の音声読

み上げなど、障がいの特性に合わせた手段が
活用でき、社会の中でその理解を広げ、活用
しやすい環境にしていくことが重要と認識し
ています。このことは、今回制定された推進
法と本市の「コミュニケーション条例」で、
考え方を同じくしています。本市では、これ
までさまざまな施策に全庁的に取り組んでき
ましたが、今後は、障がいのある方の意見を
参考とし、庁内で合理的配慮に係る好事例を
共有するとともに、市民理解の促進を図り、
情報取得やコミュニケーションがしやすい環
境づくりを進めていきます。

A

学校給食は、施設、設備、運営などの経
費を公費で負担し、食材費のみを保護者

に負担していただいています。これまでも生活
困窮世帯に対し、就学援助制度などで給食費を
支援しており、これ以上の公費負担は難しいと
考えています。

A

給食は、学習指導要領の特別活動の一部
とされ、食育としての授業の一環です。

コロナ禍の負担や物価高騰対策として、学校給
食の無償化の取り組みが広がっており、子育て
世帯の負担軽減につながるものです。今後、本
市も子育て支援として給食費の無償化に踏み出
すべきだと考えますが、いかがかですか。

Q
学校給食の無償化

市民の誰もが読書できる環境の整備は、
今後ますます重要になると認識しており、

「読書バリアフリー法」の考え方を踏まえ、本
年５月に「さっぽろ読書・図書館プラン2022」
を策定しました。また、これまでも障がいのあ
る方、高齢の方、外国の方などに向けた大活字
本、英語の利用案内パンフレットなどをそろえ、
読書環境の整備に努めてきました。今後は、図
書館協議会などで当事者の方々の声を直接聴く
とともに、関係機関とも連携しながら、さまざ
まな困難を抱えた方に寄り添った支援を充実さ
せ、誰もが文字・活字文化に親しめるような図
書館づくりをさらに進めていきます。

A

これまで、路面電車の人や環境に優しく、
まちの魅力やにぎわいを創出するなどの

特性を踏まえ、延伸の検討を行いましたが、レー
ルを敷くことによる自動車交通への影響や収支採
算性などの課題に加え、既存線の経営への影響も
懸念されることから、総合的に評価し、延伸は困
難と結論づけました。今後は、少子高齢化など社
会情勢の変化に対応するほか、脱炭素社会への取
り組みに資するような次世代の公共交通システム

A

本市は、道路交通への影響や収支採算性
などの課題から、路面電車の延伸は困難

とし、軌道を敷かない次世代の公共交通シス
テムと、円滑な接続方法を検討するとしてい
ます。しかし、このシステムでは、既存の路
線の利用者にとっては、乗り換えが必要とな
り、利便性が高まらないと思いますが、いか
がですか。

Q
路面電車利用者の利便性

学校と家庭、地域などの関係者で構成さ
れる学校運営協議会を設置した学校をコ

ミュニティ・スクールと言いますが、よりよい
学校運営に向けて議論し、関係者が連携して地

Q
コミュニティ・スクールの導入

を検討していきます。軌道や架線がなく、さま
ざまな乗降場所の設定が可能となるので、公共
交通手段としての利便性は高まると考えていま
す。また、乗り換えには、できるだけ負担が少
なくなるような手法を検討していきます。

警備体制やおもてなしなど、関係機関と
連携を図り、開催準備に万全を期してい

きます。また、同会合の開催を契機に、本市の
環境施策やＳＤＧｓの取り組みを国内外へ発信す
るとともに、市民や企業の環境に対する意識向
上を図り、持続可能な社会の実現に向けた取り
組みを加速させたいと考えています。さらに、
例えば、世界から来るメディアの方へ雪冷熱を
活用した市内施設へのモニターツアーを開催し、
本市の取り組みを発信していきたいと考えてい
ます。今後も雪冷熱を含めた雪エネルギーの活
用に取り組んでいきたいと考えています。

A

域の子どもたちの豊かな成長を支える仕組みで
あり、子どもたちの多様な学びなどが期待され
ます。昨今、いじめや不登校など、子どもを取
り巻く課題が複雑化・困難化していることから、
社会とのつながりの中で学校教育を展開してい
くことは、わが国が社会的な課題を乗り越え、
未来を切り拓く原動力になると考えます。全国
の自治体の半数以上でコミュニティ・スクール
を導入していますが、本市では、導入の動きが
ありません。今後導入すべきだと考えますが、
いかがですか。

子どもが学校だけでなく、社会とのつな
がりの中で、多様な人と関わりながら学

ぶ機会の充実を図り、変化の激しい社会をたく
ましく歩み続ける力を育むことは、今後重要に
なると認識しています。本市が目指すコミュニ
ティ・スクールは、地域の方が主体的に学校運
営に参画し、学校が家庭や地域と一体となって、
義務教育９年間の子どもの育ちを継続して支え
ていくことが重要と考えています。そのため、
中学校区を基本単位とした小中学校で、保護者
や町内会、ＮＰＯなど多様な立場の方々が、子
どもの豊かな学びを支える環境づくりの一層の
充実に向けて、協働できる体制を築いていきた
いと考えています。

A

民主市民連合

たけのうち　有美  議員
ゆ み

Q 本市は、2017年にいわゆる「コミュニ
ケーション条例」を制定し、障がいの

ある方々が必要とする情報の取得や利用など
を支援してきました。国は、本年５月にいわ
ゆる「障害者情報アクセシビリティ・コミュ
ニケーション施策推進法」を制定し、障がい
のある方々が情報を取得するだけでなく、発
信する際にも手段を選択できることなどを基
本理念に掲げました。今般の推進法制定を踏
まえ、当事者の方の声を吸い上げ、普及啓発
などの推進が必要だと考えますが、いかがで
すか。

障がい者情報アクセシビリティ・コミュ
ニケーションに係る施策の推進

Q 国は、2019年にいわゆる「読書バリアフ
リー法」を制定し、翌年には「読書バリ

アフリー基本計画」を策定しました。この計画
は、視覚障がい者などの読書環境を整備するた
め、音声読み上げ対応の電子書籍の普及、点字
図書や拡大図書などの継続的な提供などを図る
施策を進めるとしています。また、知的障がい
のある方や高齢の方、外国の方などさまざまな
状況で読書や図書館の利用が困難な方への配慮
も認識して取り組むことを必要としています。
本市は、市民の誰もが本を読める環境を充実さ
せるため、読書のバリアフリー化を推進すべき
だと考えますが、読書バリアフリー法を踏まえ、
どのような図書館づくりを進めますか。

読書バリアフリー法を踏まえた
図書館づくり

エスディージーズ



さっぽろ市議会だより　No.136 さっぽろ市議会だより　No.1367 8

本市での開催が決まったＧ７気候・エネ
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